
- 1 - 

 

平成 30 年２月 14 日 

各  位 

あい ホールディングス株式会社 

代 表 取 締 役 会 長  佐々木 秀吉 

（コード番号 ３０７６ 東証第一部） 

問合せ先 広報室長 小 林  武 

（ＴＥＬ ０３－３２４９－６３３５） 

 

イシモリテクニックス株式会社の株式取得（子会社化）に関するお知らせ 

 

当社は、本日開催の取締役会において、イシモリテクニックス株式会社（神奈川県横浜市、代

表取締役社長 法田 孝、以下「イシモリテクニックス社」という。）の株式を取得し、当社の

子会社とすることを決議いたしましたので下記のとおりお知らせいたします。 

 

記 

 

１．株式の取得の理由 

イシモリテクニックス社は、インサートナット、ネジ、端子、コネクター等の精密部品の製

造販売を行っております。同社の作る極小のネジは、IoT 普及による小型センサーの需要増大

を支える部品として今後一層の市場拡大が見込まれております。同社は、CNC 精密自動旋盤

の導入や 24 時間稼働による大量生産の体制を有しており、さらに加工の精密さと品質管理に

強みを持ち、これらを活かして今後の需要拡大に対応して行く方針です。 

当社といたしましては、グループ内の IoT 及び通信事業関連の取引先を中心に、今後 IoT 関

連の機器等に必要となる重要な構成要素である特殊ネジ及び周辺パーツ等でのシナジーが期待

できると判断し、イシモリテクニックス社の株式の議決権 98.20％を取得し、子会社化するこ

とを決定いたしました。 

 

２．異動する子会社（イシモリテクニックス株式会社）の概要（平成 29 年 9 月 30 日現在） 

（１）名 称 イシモリテクニックス株式会社 

（２）所 在 地 神奈川県横浜市港北区新吉田東三丁目 17 番 12 号 

（３）代表者の役職・氏名 代表取締役社長 法田 孝 

（４）事 業 内 容 電気器具用精密部品製造販売業 

（５）資 本 金 1,000 万円 

（６）設 立 年 月 日 昭和 54 年 12 月 20 日 

（７）発 行 済 株 式 総 数 200 株（自己株式 33 株を含む） 

（８）決 算 期 9 月 

（９）大株主及び持株比率※ 石森 繁子 154 株（92.21％） 

（10）当 社 と の 関 係 記載すべき資本関係・人的関係・取引関係はございません。 
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（11）当該会社の最近３年間の経営成績及び財政状態 

 平成 27 年 9 月期 平成 28 年 9 月期 平成 29 年 9 月期 

純 資 産 297 百万円 246 百万円 276 百万円 

総 資 産 918 百万円 948 百万円 934 百万円 

１ 株 当 た り 純 資 産※ 1,485,076.68 円 1,233,074.12 円 1,655,633.22 円 

売 上 高 657 百万円 705 百万円 840 百万円 

営 業 利 益 61 百万円 38 百万円 86 百万円 

経 常 利 益 56 百万円 33 百万円 83 百万円 

当 期 純 利 益 32 百万円 △48 百万円 53 百万円 

１株当たり当期純利益※ 161,628.05 円 △242,002.56 円 321,173.19 円 

１ 株 当 た り 配 当 金※ 0 円 0 円 0 円 

※「持株比率」及び「平成 29 年 9 月期の１株当たり情報」につきましては、期末発行済株

式数 200 株より自己株式 33 株を控除した 167 株を分母とし、小数点第３位以下を切捨て

て表示しております。 

 

３．株式取得の相手先の概要 

（１）氏 名 石森 繁子 他、個人１名 

（２）当社との関係 記載すべき資本関係・人的関係・取引関係はございません。 

 

４．取得株式数、取得価額及び取得前後の所有株式の状況 

（１）異動前の所有株式数 
0 株 
（議決権の数：0 個） 
（議決権所有割合：0％）※ 

（２）取 得 株 式 数 
164 株 
（議決権の数：164 個） 

（３）取 得 価 額 普通株式 2 億 7,060 万円 

（４）異動後の所有株式数 
164 株 
（議決権の数：164 個） 
（議決権所有割合：98.20％）※ 

※「議決権所有割合」は、期末発行済株式数 200 株より自己株式 33 株を控除した 167 株を

分母とし、小数点第３位以下を切捨てて表示しております。 

 

５．日程 

（１）取締役会決議日 平成 30 年 2 月 14 日 

（２）株式譲渡実行日 平成 30 年 2 月 15 日（予定） 

 

６．今後の見通し 

本件による当期の連結業績への影響は軽微であると考えております。 

以  上 


